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喫煙者の禁煙意思の詳細な分析を行うために，価格や健康リスクといった情報に対する喫煙
者の反応について定量的に分析し，それらの反応がニコチン依存度によって異なるかどうかを
検討する。
対象は，モニター調査会社に登録している現在喫煙者である。 テスト（

）により高度喫煙者，中度喫煙者，低度喫煙者に分類された616名の被
験者に対して，近年医療経済学での応用例の多いコンジョイント分析を実施した。コンジョイ
ント分析では属性として，たばこの価格，喫煙による死亡リスク，公共の場所での喫煙に対す
る罰金，急性上気道感染症による自宅安静期間，たばこを吸わない家族に対する肺がんリスク
を用いた。コンジョイント分析の属性以外に，年齢，性別，喫煙に関する知識の各変数を用いた。
たばこの価格は喫煙者の喫煙継続確率を下げるのに重要な変数であり，その効果はニコチン依存
度が高くなるほど小さくなった。価格以外の変数の影響は，ニコチン依存度によって大きく変わり，
高度喫煙者に対しては有意な影響はみられなかった。中低度喫煙者に対する価格以外の変数の影
響は，短期的なリスクの増加や，家族の健康リスクの増加は大きいものの，公的な場所での喫煙に
対する罰金の導入や長期的な死亡リスクの増加については，その影響が少なかった。年齢や性別，
喫煙に対する知識といった変数の影響もニコチン依存度を調整すれば一定のものではなかった。
たばこの価格は喫煙確率の減少に重要な変数であるが，ある程度大規模な喫煙者の減少のた

めには大幅な価格増大が必要となる。また，特に高度喫煙者に関してはより高い価格でないと
禁煙を行わないため，現在の緩徐な喫煙価格政策の限界を示唆する。健康リスクに対する反応
はニコチン依存度によって大きく異なるため，喫煙の健康情報が禁煙意思に与える効果につい
てもニコチン依存度の違いが大きく関係している。

禁煙行動，コンジョイント分析，健康リスク，たばこ価格，

Ⅰ

日本における喫煙の状況をみると，全体での
喫煙率は減少の傾向にあるものの，依然として
国際的には高率を示している。喫煙による疾病
リスクの増加，超過死亡に加えて，火災などを
含めた社会的な損失は政策的な大きな問題と
なっており，2000年に厚生労働省によって策定

された「21世紀における国民健康づくり運動」
（健康日本21）でも，健康影響への十分な知識
の普及，未成年者の喫煙の根絶，公共の場や職
場での分煙，禁煙支援プログラムの普及，の４
つが喫煙対策の柱として推進されている1)。ま
た，厚生労働省は2010年までに喫煙率を少なく
とも男性では５％ポイント程度，女性では２％
ポイント程度削減するという具体的な数値目標
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を定めている2)。
効率的な喫煙者対策を行うためには，喫煙者

の禁煙行動に関する詳細な分析が不可欠である。
特に喫煙者は価格や分煙の有無，健康リスクと
いった情報についてどのように反応するのであ
ろうか。これらの反応度の大きさがわかれば，
価格政策や，健康影響に関する知識普及政策の
成果を予想することができる。
本研究では，近年，医療経済学で応用例の多

いコンジョイント分析を用いて，価格や健康へ
のリスク情報が喫煙者の禁煙確率に与える影響
を分析した。また，喫煙は単なるし好の問題で
はなく，ニコチン依存度により，喫煙者の禁煙
意思，禁煙成功率が異なることが示唆されてい
る。そこで，ニコチン依存度別にサンプルを分
けて推定を行い，禁煙行動に影響する因子の，
ニコチン依存度による違いを詳細に分析した。

Ⅱ

本研究では，モニター調査会社に登録してい
る全国の成人（登録総数約22万人）を対象に，
アンケート調査を行った。標本の抽出は，２段
階に分けて行った。第１に，登録モニターの中
から約１万人を無作為に抽出し，現在非喫煙者，
現在喫煙者に分類した。ここで，現在喫煙者の
定義は，過去１カ月間に喫煙をしたもので，生
涯喫煙本数が100本を超えるものである3)。さ
らに，現在喫煙者は， テスト（

)4)に
従い，高度喫煙者（合計点７点以上），中度喫
煙者（同４～６点），低度喫煙者（同０～３
点）に分類した。第１段階の抽出での喫煙者の
女性比率は40％と，2005年現在の日本人成人喫
煙者の女性比率23％よりも高めであった。そこ
で，喫煙者の性比の割付に関しては，日本人成
人喫煙者の女性比率23％が再現されるように，
サンプルの喫煙習慣度別の構成比率を考慮して，
第２段階の喫煙者の女性比率は高度喫煙者（15
％），中度喫煙者（23％），低度喫煙者（30％）
と設定し，最終的に616名の被験者に以下で説

明するコンジョイント分析を実施した。

コンジョイント分析は，ある財（ここではた
ばこ）がいくつかの特徴（属性）によって単純
化された形で表現されると見なし，相互に属性
の水準を少しずつ変えたもの複数を仮想的な財
として被験者に提示して，その財を消費するか
否かを選択させる。仮想的な財に対する選択
データから，被験者が財を消費する際に，どの
属性をどの程度重視しているか（いないか）を
分析するというものである。この方法は，医療
経済学の分野で近年盛んに利用されており，妥
当性も確立している5)。日本での研究例もあり，
たばこ関連では，ニコチンガムの需要に関する
分析が行われている6)。
コンジョイント分析では，提示する属性の数
や項目の決定が非常に重要である。属性数が多
過ぎると回答が困難になるという問題が生じ，
属性数が少なすぎると，財の表現として不十分
になる。たばこという財を適切に表現するため，
予備調査を実施し個人の選択行動を詳細に検討
して，本調査で使用する属性および水準を決定
した。最終的に使用した属性は，たばこの価格，
公共性の高い場所での喫煙に対する罰金の有無，
健康へのリスクである。
たばこの価格については，実際の価格変化は
小刻みに行われることが多いが，本研究は仮想
的な数値を設定するため，あらかじめ予備調査
によって，「たばこを吸い続ける最高金額」を
聞き，すべての回答者がたばこを止めると回答
する金額より低い価格の範囲で水準を決定した。
これによって，大幅な価格変化が禁煙行動に与
える影響を予測することが可能となる。
公共性の高い場所での喫煙に対する罰金の有
無については，海外では喫煙区域の制限が喫煙
量の減少に効果的であるという先行研究がある
7)。日本においてもいくつかの自治体で公道で
の喫煙に対して罰金を課す条例が施行されてお
り，禁煙行動に対して大きな影響を与えること
が予想される。
健康リスクに関しては，喫煙者の死亡リス
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属性 水準

たばこの価格
（１箱当たり，円）

300
400
600
800

公共性の高い場所での
喫煙に対する罰金

施行されている
施行されていない

喫煙者の死亡リスク
（非喫煙者に比べて）

等しい
２倍
３倍

急性上気道感染症で自宅安静を
必要とする期間

（非喫煙者と比べて，１年当たり）

等しい
１週間長い
２週間長い

たばこを吸わない家族の肺がんリスク
（あなたがすわないときに比べて）

変わらない
上昇する
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ク8)9)，急性上気道感染症で自宅安静を必要と
する期間10)，たばこを吸わない家族の肺がんリ
スク11)という３つのタイプの健康リスクを提示
した。
これら健康リスクについては，疫学上多数の

研究があるが，疾病によって，また同じ疾病で
も研究によって結果が異なるなど結論が未確定
のものもある。また，年齢や性別など対象者の
属性によって大きく異なることも予想に難くな
い。さらに，将来の医療技術の進歩によってた
ばこ関連疾患の治療法が進歩するなどの要因で
変化することもあろう。そうしたことから，あ
る程度の範囲での想定を組み合わせて回答者に
提示することは，健康リスクの情報が禁煙行動
に与える影響を詳しく分析するためにも有益で
あろう。 に，コンジョイント分析で用いた
属性とその水準を示す。それぞれの属性からひ
とつずつ水準を選び仮想的な財の提示を行うと，
最大４・２・３・３・２＝144通りの財の表現
が考えられるが，これらすべてを提示すること
はできない。そのため，直交計画法により８つ
を選び，それぞれについて，提示された状況で
の禁煙意思の有無を質問した。１人当たり同様
に８問ずつ繰り返すため，総標本数は，高度喫
煙者（1,640），中度喫煙者（1,648），低度喫煙
者（1,640）となった。
上記で述べた，コンジョイント分析の属性以

外に，年齢，性別，喫煙に関する知識の各変数

を用いた。禁煙行動を含む予防行動について，
疾病に関する知識が重要な影響を与えることは
以前から指摘されており12)，日本人の喫煙率や，
喫煙と疾患との関係に関する８つの質問に対す
る正答数を喫煙に関する知識変数と定義した。
本研究では，被説明変数が喫煙継続の有無と
いう離散変数となる。そのため，推定にはロ
ジットモデルを用いた。また同じ回答者に８回
繰り返し質問することから，このデータを一種
のパネル・データとして見なすことができる。
そこで，観察されない個人属性を調整するため
に，ランダム・イフェクト分析を行った。

Ⅲ

年齢，性別などの変数に関する記述統計，コ
ンジョイント分析での喫煙継続の選択肢の選択
確率を に示す。ニコチン依存度が高いほど
女性比率が少なく，平均年齢が高かった。その
ほかの変数については，ニコチン依存度が高く
なるにつれて，自営業者の割合がやや高まり，
専業主婦の割合は低かった。学歴にはニコチン
依存度による明らかな相違はみられない。ニコ
チン依存度が高いほど，喫煙に関する知識が豊
富であり，中度喫煙者と低度喫煙者のスコアの
差は小さい。コンジョイント分析では，ニコチ
ン依存度が高まるにつれて，喫煙継続を選ぶ確
率が高くなっていた。なお，選択肢のすべてで
喫煙継続と回答したものは全体の26.3％であり，
ニコチン依存度が高いほどその割合も高い。一
方，すべての選択肢で禁煙すると回答したもの
は13.6％であり，ニコチン依存度が高いほどそ
の割合は低かった。

コンジョイント分析の推定結果を に示す。
喫煙継続を１とする二値変数を被説明変数とし
ているため，推定値が正であれば喫煙継続確率
が上昇し，負であれば喫煙継続確率が減少する
ことを示す。たばこの価格に関して，推定値は
すべてのグループで負で有意であった。その大
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（単位 ％）

全体2) 高2) 中2) 低2)

年齢1)
性別（女性比率）
居住地域
北海道
東北
関東
北陸
中部
近畿
中国
四国
九州

学歴
大学院
大学
短大・高専
専門学校
高校
中学

職業
会社員・役員
自営業
専門職
公務員
学生
専業主婦
パート・アルバイト
無職
その他

世帯収入
300万円未満
300～500万円未満
500～700万円未満
700～1,000万円未満
1,000～1,500万円未満
1,500万円以上

喫煙に関する知識1)

喫煙継続の選択確率
選択肢のすべてで喫煙継続と回答
選択肢のすべてで禁煙と回答

注 1) 各集団の平均値を示す。
2) 全体：ｎ＝616， 高：ｎ＝205， 中：ｎ＝
206， 低：ｎ＝205

高（ｎ＝1,640) 中（ｎ＝1,648) 低（ｎ＝1,640)

推定値 標準偏差 ｐ値 推定値 標準偏差 ｐ値 推定値 標準偏差 ｐ値

価格
罰金
死亡リスク
自宅安静期間
家族の肺がんリスク
年齢
性別（女性ダミー）
喫煙知識
定数項

対数尤度
疑似決定係数
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きさはニコチン依存度によって異なり，喫煙継
続確率の価格弾力性は 高：－0.926，
中：－1.451，低：－1.612と，ニコチン依存度

が低いほど，弾力的である。
非価格属性については，ニコチン依存度に

よって大きく結果が異なった。高度喫煙者では，
公的な場所での喫煙に対する罰金，３種類の健
康リスクに対する変数すべてが非有意であった。
公的な場所での喫煙に対する罰金は有意水準10
％とすると，中度喫煙者で負で有意であるが，
低度喫煙者では負であるが非有意であった。健
康リスクについては，急性上気道感染症に対す
るいわば短期的な健康リスクと家族の肺がんリ
スクについては中度・低度喫煙者とも負で有意
であるが，長期的な死亡リスクについては，低
度喫煙者のみ負で有意となった。個人属性につ
いては，年齢が有意なのは中高度喫煙者であり，
中高度喫煙者では年齢が高いほど，喫煙継続確
率は高かった。中度喫煙者では女性の方が喫煙
継続確率は高かった。喫煙に関する知識が有意
なのは高度喫煙者のみであり，高度喫煙者では
タバコに関する正しい知識を持つほど喫煙継続
確率は低かった。
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推定値を用いて，変数などを変更した際に喫
煙継続確率がどのように変わるかについてのシ
ミュレーションを行った。価格を除く変数をサ
ンプル平均値に固定して，たばこの価格のみを
変化させた場合の，喫煙継続確率の変化を
に示す。喫煙習慣度が高いほど，喫煙継続確率
は高かった。たばこの価格が上がる場合，高度
喫煙者の喫煙断念率（禁煙率）は緩やかにしか
増えないのに対して，低度喫煙者の喫煙断念率
は速やかに増えた。現行価格の300円でも喫煙
継続率が１ではないのは，非価格属性の影響も
あるが，現行価格でもできれば喫煙を止めたい
という消極的な喫煙層を表すと考えられる。こ
のような消極的な喫煙層は，ニコチン依存度が
低いほど，多くなる。一方，タバコの価格が現
行価格の倍以上になっても，喫煙を継続する積
極的な喫煙層も相当数存在する。このような積
極的な喫煙層は，高度喫煙者では過半数を超え
た。逆に，目標とする喫煙断念率を達成するの
に必要なタバコの価格を計算すると，喫煙習慣
度が高くなるほど，目標価格は高くなった。高
度喫煙者では，禁煙率0.5を達成するために706
円，禁煙率0.9を達成するためには983円に目標
価格を設定する必要があり，低度喫煙者では，
禁煙率0.5を達成するために467円，禁煙率0.9
を達成するためには696円に目標価格を設定す
る必要だった。中度喫煙者の目標価格は，どち
らかと言うと，低度喫煙者に近かった。

Ⅳ

依然として，喫煙は社会経済上大きな問題で
あり，喫煙者の行動に関する分析は医療経済学
上中心的なテーマの１つである。本研究では，
コンジョイント分析を用いて，喫煙者の喫煙継
続に与える様々な要因の影響を分析した。
第１に，たばこの価格は喫煙者の喫煙継続確

率を下げるのに重要な変数であり，その効果は
ニコチン依存度が高くなるほど小さくなった。
第２に，価格以外の変数の影響は，ニコチン依

存度によって大きく変わり，高度喫煙者に対し
ては有意な影響はみられなかった。第３に，中
低度喫煙者に対する価格以外の変数の影響は，
短期的なリスクの増加や，家族の健康リスクの
増加は大きいものの，公的な場所での喫煙に対
する罰金の導入や長期的な死亡リスクの増加に
ついては，その影響が少なかった。第４に，年
齢や性別，喫煙に対する知識といった変数の影
響もニコチン依存度を調整すれば一定のもので
はなかった。
コンジョイント分析で用いられた変数をみる
と，たばこの価格は喫煙者にとってみると現在
に影響を与える変数である。一方，健康に対す
るリスクは程度の差はあれ将来に影響をもたら
す。近年，喫煙者は非喫煙者に比べて，現在の
利得を将来のそれよりも重視する（近視的な）
傾向があることが知られてきている13)。さらに，
１日の喫煙本数が多い喫煙者ほど，またニコチ
ン摂取量が多いほど，その影響が大きいことも
報告されている14)。
価格のような現在に影響を与える変数がすべ
ての喫煙者で喫煙継続に有意な影響をもたらし，
短期的な健康リスクに対する影響，長期的な健
康リスクへの影響というように，影響を与える
期間が長くなるにしたがって，ニコチン依存度
が高いものほど喫煙継続に与える影響がなく
なってしまうことは，ニコチン依存度が高い喫
煙者ほど現在を重視する傾向が大きく，長期的
なリスクを重視しないという先行研究とも矛盾
しない結果である。
公共の場所での喫煙規制がたばこの消費量を
下げたという研究は多く，家庭での喫煙量をも
減少させるという研究もみられる15)。本研究で
の結果は，喫煙継続に関してこうした規制が影
響を与えないという結果であった。これは，喫
煙者のたばこの消費量を下げる効果はあるもの
の，禁煙をするところまでは影響しないという，
喫煙場所の規制の効果が限定的であることを示
唆している。
価格の弾力性の数値を先行研究16)の1.07～

1.21と比較するとそれほど大きな差はない。し
かし，ある程度大規模な喫煙者の減少のために
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は大幅な価格減少が必要となる。また，特に高
度喫煙者に関しては他の喫煙者に比べてより高
い価格でないと禁煙を行わないという結果は，
現在の緩徐な喫煙価格政策の限界を示している。
最後に本研究で残された課題を挙げる。本研

究は仮想的なシナリオに対する答えをもとに分
析を行っているため，喫煙を継続しないと答え
たものが，実際に禁煙を行い，禁煙に成功する
保障はない。日本17)や海外18)での禁煙外来での
研究では，禁煙に成功する患者は半分程度で，
ニコチン依存度が高いほど禁煙成功確率が低い
という結果であり，また，そもそも禁煙意思と
実際に禁煙が成功することに影響する因子が異
なるという研究19)もみられる。したがって，本
研究での結果は禁煙意思を持つ確率と禁煙成功
率の乖離が大きければ，変数の影響は過大評価
していることになる。この欠点を補うためには，
今後は表明選好法によるデータと実際の禁煙結
果についてのデータをマッチさせた分析が必要
となるだろう。
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